石川県介護雇用プログラム事業実施要領
１　目　的

　  この事業は、福祉・介護の施設従事者としての就労を目指す失業者等を、県内の高齢者・障害者福祉施設において、介護業務（補助的業務）に従事する有期雇用契約労働者として雇用し、就業の機会を確保するとともに、介護関係の資格取得のための養成講座を受講させることにより、介護に必要な知識及び技能を身に付けた人材を育成することを目的とする。
２　定義

（１）この要領において「失業者等」とは、労働の意思・能力を有し、求職活動を行っているにもかかわらず、就業できない者又は雇用契約期間が満了する等により失業する見込みの有る者をいう。

ただし、過去1年間に同一の事業者のもとで雇用された者を除く。
（２）この要領において「介護関係の資格」とは、ホームヘルパー養成研修（１級課程、２級課程）修了、介護職員基礎研修課程修了、介護職員初任者研修課程修了及び介護福祉士をいう。
３　事業の対象者
事業の対象者は、次のいずれにも該当する者とする。

（１）失業者等

（２）介護関係の資格を有していない者

４　事業主体
　　石川県

５　事業の委託
　　県は、この事業を介護雇用プログラム事業実施事業者として指定する事業者（以下「指定事業

者」という。）に委託して実施する。
６　委託業務の概要
（１）委託期間
１年以内とする。
なお、各年度における委託契約期間及び雇用契約期間は、年度末までとし、引き続き翌年度

当初から契約する場合は、各年度の期間を合算した期間が、上記委託期間を超えない期間までとする。
（２）委託内容
　　　指定事業者は、失業者等を雇用し、高齢者・障害者福祉施設（対象施設は別表のとおり。以下「受入施設」という。）において、あらかじめ定めた雇用期間中の研修計画に基づき、介護業務（補助的業務）に従事させるとともに、介護職員初任者研修（通信制を含む。以下「初任者研修」という。）を受講させることにより、介護に必要な知識及び技能を習得させる。
なお、介護業務（補助的業務）に当たっては、食事、排泄、入浴、移動・移乗、コミュニケーション等基本的な介護技術の習得が図れるよう配慮するものとする。
７　委託事業の実施方法
（１）指定を受けようとする事業者は、指定申込書（様式第１号）を県に提出するものとする。

（２）県は、上記（１）による申込みがあったときは、内容を審査のうえ、指定に係る決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。

（３）指定事業者は、公共職業安定所又は石川県福祉人材センターに求人の登録を行い、失業者等の募集を行うものとする。

（４）指定事業者は、上記（３）により、失業者等の紹介を受け、面接等を行い、採否を決定し、失業者等と有期雇用契約を締結するに至ったときは、受託申込書（様式第３号）に研修計画書（様式第４号）及び失業者等であることを証する書類（雇用保険受給資格者証、廃業届、履歴書、職務経歴書等の（写）をいう。）その他必要書類を添えて、県に提出するものとする。
（５）県は、上記（４）による申込が適当と認めたときは、当該指定事業者との間で委託契約を締
結するものとする。

（６）上記（５）の契約を締結した指定事業者（以下「受託事業者」という。）は、雇用契約を締結
した失業者等（以下「被雇用者」という。）を受入施設において、研修計画に基づき、介護業務
（補助的業務）に従事させるとともに、初任者研修を受講させるものとする。
（７）上記（６）の介護業務（補助的業務）及び初任者研修は、一週間当たり４０時間を上限に行
うものとし、勤務時間及び休憩時間等については、雇用契約又は受入施設における就業規則等
（以下「就業規則等」という。）を適用するものとする。また、通常の正規労働者の労働時間の
概ね４分の３以上であること等常用的雇用関係にあるものとする。
なお、初任者研修の受講に係る講義及び実習期間中は、勤務したものと見なすものとする。

（８）被雇用者に係る休暇その他の労働条件については、就業規則等によるものとする。
（９）この事業による被雇用者は、当該受入施設に係る法令等に基づく人員配置基準等における人員には含めないものとする。
　　　　

８　委託料の支払い
（１）県は、予算の範囲内で、この事業の実施に要する次に掲げる費用を委託費として受託事業者に支払うものとする。

　　　ア　人件費：給与月額１５万円以内（各種手当は対象外）、交通費１万円以内及び法定福利費

　　　　　（ただし、人件費の割合は、委託費の２分の１以上を占めなければならない。）

　　　イ　教育訓練費：初任者研修の受講料及び教材費
ウ　物件費：作業着等１万円以内
（２）委託費の前金払いは、年２回以内とし、前金払いによる支払額の上限は、委託期間の２分の

１を経過前は契約額の５０パーセント、委託期間の２分の１を経過後は契約額（支払済み額を
含む。）の８０パーセントとする。
なお、支払いの手続きについては、委託契約書の定めるところによる。
（３）受託事業者は、被雇用者に対し、上記（１）のアに掲げる給与及び交通費を就業規則等に定めるところにより、毎月支払わなければならない。
９　実績報告書の提出

（１）受託事業者は、実績報告書（様式第５号）及び収支精算書（様式第６号）を作成し、委託事
業終了後３０日以内又は年度末のいずれか早い日までに県へ提出するものとする。
　　　上記実績報告書には、出勤簿、雇用契約書及び初任者研修課程の修了証明書の写しを添付するものとする。また、収支精算書には、賃金台帳その他各種支払いに対する領収書等の写しを添付するものとする。
（２）契約期間終了前に被雇用者が離職した場合は、速やかに県に報告し、その指示を受けるものとする。
（３）委託経費の収入及び支出に当たっては、他の経費と区分して適当な帳簿を用いて整理し、使
途を明らかにしておくものとする。
（４）採用関係書類、労働関係書類及び会計帳簿等の関係書類については、平成３３年度までは保管するものとする。

１０　その他

（１）受託事業者は、被雇用者について、法令の定めるところにより、原則、労働保険及び社会保
　　険（雇用保険、労災保険、健康保険（４０歳以上の者は介護保険）、厚生年金保険及び児童手当拠出金）に加入しなければならない。
（２）委託費の支給事由と同一の事由による各種助成金（国が実施するもの及び国が他の団体等に委託して実施するものを含む。）、奨励金等の公的な補助との併給はできないものとする。
（３）被雇用者は、初任者研修を受講し、委託期間中に修了するよう努めるものとする。

（４）受入施設は、被雇用者が初任者研修を受講しやすいよう、勤務日及び勤務時間の割振り等において必要な配慮を行うものとする。なお、初任者研修の通信制受講の場合、自宅学習時間（５２時間）を養成施設における学習時間と同様に取り扱うよう配慮するものとする。
（５）県は、委託期間中において、対象者の状況を把握するため必要があるときは、担当職員に受入施設を訪問させ、適切な指導援助を行うことができるものとする。
（６）この事業を実施するに当たって発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために生じた経費については、受託事業者が負担するものとする。
（７）この要領に定めのない事項については、県及び受託事業者が必要に応じて協議するものとする。

附　則
この要領は、平成２１年１２月１４日から施行する。

　　附　則

１　この要領は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、平成２２年２月　

１９日から施行する。
２　平成２２年４月１日以降の委託契約に係る事業者の指定その他この要領を施行するために必要な準備行為は、施行の日前においても行うことができる。

　　附　則

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。

　　附則

この要領は、平成２６年６月２４日から施行する。
